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日本に春ける障害者雇用政策の今日的展開

　　　　　国家独占資本主義の危機の視点から
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１Ｖ　おわりに

Ｉ　対象と課題

　本稿の課題は，！９７６年の身体障害老雇用促進法改正以後の障害者雇用政策の分析をと

おして ，わが国労働政策の今目的な特質を明らかにすることである。このような課題設

定は
，（１）１９７４－７５年恐慌以降にみられるいわゆる福祉国家の危機の深まりのなかで「福

祉由豪から福祉在全へ」という形での “国家”の責任の後退が，企業 ・地域 ・家族など

の“中問機能集団”の活用として進行していること ，（２）かかる国家責任の後退は，それ

が単なる後退としてではなくわが国の行政のあり方ともかかわ って ・新たな内容を持ち

積極的た役割を果たすものとして行なわれていること ，を明らかにすることを意図して

いる。このことは，労働政策を国家独占資本主義の危機との関連で論じる必要性を意味

　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
しており ，本稿はかかる分析視角に立つ 。

　今目の国家独占資本主義の「危機」の内容は，高度経済成長の破綻による独占の過剰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
蓄積にもとづく資本蓄積 メヵニ ズム崩壌の危機であり ，それがもたらすところの体制的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
危機であるが・その下での過剰資本の「減価」の方法として，国家の労働政策は独占の

雇用管理政策と一体化しているのである。すなわち，低成長時代にみあう資本蓄積構造

の再編成のなかで・婦人をパートタイマーとして労働力化させるとともに臨時 ・目雇労

働者や派遣労働者たどの活用がはかられるなどｒ不安定就業労働者」を雇用調整のテ
コ

　　　　　　　　　４）
として導入したこと ・また同様に，一旦は労働能力のない「受救貧民」として「廃兵院」

へ送られ労働市場の外に排除された高齢者や障害者を国家資金による助成を用いること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
で「相対的過剰人口」とＬて労働力化させ再び労働市場に導入することなどを通じて労

働者階級全体の賃金と権利を引き下げることにより資本に利潤を保障するのである。か

かる制度的労働力化にみられるように，国家独占資本主義の危機の下におげる労働政策

は， たんなる労働力創出政策とは異なり ，資本蓄積を保障する形での全労働者の労働力

配置政策として新たな内容を持つのである
。

　また・最近のいわゆるｒ総合杜会政策」論は民間活力の活用という観点から企業を

「中間機能集団」として位置つげることで国家責任の後退を補完しようとするものであ
　　６）

るが，従来は杜会保障の対象であ った高齢者や障害者は，上述のように ‘企業”の下で

労働力（チープ ．レイバー）としての役割を与えられ，かくして杜会保障などの国家責任

による労働者保護政策は企業の雇用管理と一体化した労働カ政策へと転化するのであ
７）

る・ 注意しなげれぱならないことは，この場合の「企業」とは民問企業一般とは異なる

大企業 ・独占であり ，企業福祉を十分発展させる力量を持った一部の企業のことだとい

うことである。労資が一体となって目本的経営を展開しｒ企業共同体」を作りあげてい

る独占資本こそが国家と一体とたってかかる政策を推進しているのであり ，労働政策に

おげる独占資本の位置を明確にすることによってはじめて ，政府＝独占による上からの

政策と ，障害者やその家族 ・地域住民による下からの運動との対抗関係を明確にするこ

とができるからである 。

　わが剛こおいても ，低成長時代の雇用政策の基本方向について１９７８年に出された中期

労働政策懇談会（隅谷ゴ喜男座長）の提言は，「企業内において雇用を緯持し，できるだげ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
離職者を出さないようにする失業防止 ・雇用維持の対策」であるとし，また，わが国に

おげる高齢化杜会の到来に対して経済審議会長期展望委員会（犬来佐武郎委員長）は，「働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
く意欲と能力のある人に就労の機会を開いていく」とする高齢者就労型のンナリオを設

定している。こうしたことから最近のわが国の雇用政策に特徴的であるのは ，（１）１９７５年

前後からの「福祉見直し」論ともかかわ って ，高齢者や障害者であ っても働く能力のあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６４）
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る者は働かせるとしたこと ，（２）１９７５年から実施された雇用保険法の雇用調整給付金制度

にみられるように，国家資金を用いて失業者や高齢者などのｒ産業予備軍」を企業の内

部に抱えるようにしたこと ，であるということができよう 。このことは，一方で年金を

はじめとする杜会保障の費用の削減をはかると同時に，他方でｒ現役労働者軍」の賃金

と権利を引き下げる役割を果たさせるというように，資本にとって二重に有効に作用す

ることを意味しているのである。本稿はかかる視点から障害者雇用政策の特質を明らか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
にし，同時に現代労働政策の特質をも明確に一しようとするものである 。

　ここで障害者政策のなかで雇用問題が占める位置について一言するならは，年金 ・医

療・ 福祉サーピス ・教育 ・住宅などの障害者に関する杜会保障制度のなかで，人問発達

　　　　　　　　　　　　　１１）
の本源としての「労働」の問題を中核に据えることが障害者を「人格」としてとらえる

ことであるとする積極的理由から，本稿では山積する障害者問題のなかで雇用 ・就労間

題が根底におかれるべきであると考えている。しかしながら，国家独占資本主義の障害

者雇用政策のもとでの障害者にとっての「労働」は，一方で，人問的生活の手段である

のみたらず人問発達の不可欠の条件であるという積極面を持つと同時に，他方で，本来

は資本から排除されたものを再度資本の下に抱摂する移で労働力化することから生じる

限界をもあわせ持っている。このことは，例えぱ障害者雇用の対象となる障害が限定さ

れていることからも明らかである。ｒ障害者」の範囲については，身体障害老以外にも

精神薄弱者，精神障害者，難病等による障害者などが含まれるのであ って ，国際榊こは

　　　　　　　　　１２）
ｒ身体的精神的障害者」というように一括して扱われてきたのであるが・わが国では障

害者の雇用にかかわる政策としては身体障害者雇用促進法にもとづく「身体障害者」

に重点が置かれ，対象が限定されてきたのである（このことから，わが国においてはｒ障害

者」イコールｒ身体障害者」であるとする理解カミ根強く ，身体障害老の雇用問題を扱うことで障害

者全体の雇用就労問題を扱っているかのような混同すらみられる）。 わが国労働政策における

かかる対象の限定は，たんに国家独占資本主義のもとでの障害者雇用政策の性格にもと

つくという以上に，戦後の杜会 ・労働運動の到達水準に観定された民主主義の発展の限

界から，独占資本の資本蓄積のために有効である範囲でしか障害老労働力を導入しない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ので対象が限定されざるをえないという ，わが国固有の性格にもとづいている。本稿は

この点の理解に立って，現実の労働政策批判としては対象を「身体障害者」としながら

も， 「障害者」全体を念頭に置くことで，資本の論理から障害者雇用政策の対象が限定

されその範囲が変化していることを示すとともに，たんに労働政策の対象が障害者にま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８５）
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で拡がったというにとどまらない新たた内容がみられることを考察する
。

　今目の臨調＝「行革」路線のもとで民問活力の活用が主張されると同時にｒ自助福祉」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
や「精神福祉」が強調されているが，そのことの内実はｒ勤労の中に福祉を求める」と

いうものであり ，かかる方向への国民意識の統合を押し進めようとするものである。す

なわち，国家はその杜会的責任を後退させながらも ，国民が獲得した制度については行

政を通じてその空洞化を進めるという積極的役割を果たしているわけであるから，一部

にみられる華やかなモデル行政とは裏腹に，国家の政策によって労働考階級は分断さ

れ， 労働者の権利は制限され，制度的労働力化＝労働義務化がもたらされることになる

のである。これらのことから，労働運動と障害者運動との結合の条件が示される。すな

わち，一方では，労働過程に障害者が加わることにより人問的な労働とは何であるかが

問い直されざるをえない点でｒ毘役労働者」と障害者が共通の利害に立っていること ，

他方では，戦後の民主主義憲法に支えられた障害者運動の発展による障害者雇用の一定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
の前進に迂）かかわらず世界的にみた場合なおも低い水準であるという目本的限界とが両

者の共通の課題として示されていること ，などである 。

　以下，第２章では，民問企業におげる障害者雇用の現状とのかかわりから１９７６年の身

体障害者雇用促進法改正の特色を明確にし，第３章では，法改正後の一定の成果に対し

て労働行政がどのように機能したかを明らかにしたうえで，８０年代に特徴的に現われた

「第３セクター方式」による障害者雇用の意味について考察し，第４章で，わが国労働

政策の今目的展開の特質を整理するとともに，障害者の労働権保障を展望する 。

　　 １）国家独占資本主義の危機と労働政策という枠組みについては，三好正巳「現代資本主義に

　　　おける労働者権利一労働政策論の課題と方法　　（１），（２）」（『立命館経済学』３０巻６号，３１

　　　巻３号，１９８２年２月，８月）をはじめとする一連の論稿を参照 。

　　 ２）米田康彦ｒ日本型スタグフレーシ ョソの特質」（ｒ講座 ・今日の日本資本主義３ ，目本資本

　　　主義の危機の構造』，大月書店，１９８１年，１８７ぺ一ジ） 。

　　 ３）資本の過剰蓄積によって価値増殖が困難になることについて，フラソスにおける国家独占

　　　資本主義研究は，「平均利潤率の低下と独占的資本蓄積への傾向の客観的帰結」として「杜

　　　会的資本の一部分の減価（ｄｅｖａ１ｏｒ１ｓａｔ１ｏｎ）」が必然化されることを指摘し，ｒ国家は，赤字

　　　投資をおこない政府資本にたいする利潤を全然あるいは平均利潤率以下しか要求しないこと

　　　によっ て， 全杜△的観模で実現された利潤の最大部分を諸独占グルーフに委ねている」ので

　　　あり，こうして「杜会的資本の他の部分たる，巨大独占の収益力を保証する」のであるとし

　　　 ている（フラソス共産党中央委員会経済部 ・ｒエコノミー・ 工・ ポリティーク』誌編ｒ国家

　　　独占資本主義』上巻，大島雄一他訳，新日本出版杜，１９７４年，２５～３０ぺ一ジ，３６ぺ一ジ）
。

　　 ４）永山利和 ・伍賀一道ｒ現代日本の相対的過剰人口と独占資本の雇用政策」（ｒ講座 ・今日の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８６）
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　目本資本主義７ ，目本資本主義と労働者階級』，大月書店，１９８２年，１４６～１４９べ一ジ） 。

５）　マノレクスｒ資本論』第１巻，邦訳ｒ全集』第２３巻ｂ ，大月書店，８３９べ一ジ。マノレクスは ，

　受救貧民は資本主義的生産の空費（ｆａｕｘ　ｆｒａ１ｓ）に属するが「資本はこの空費の大部分を自

　分の肩から労働者階級や下層中問階級の肩に転嫁することを心得ている」と指摘したが（同

　上），今日においてもこの仕組は貫徹している 。

６）西村害谷通 ・能塚正義「現代の福祉政策と身障者雇用」（西村編ｒ現代の福祉政策と労働間

　題』啓文杜，１９８３年，１６１～１６３べ一ジ）。なお，「総合杜会政策」論やｒ目本型福祉杜会」論

　に対する批判的検討として，三好正巳「杜会 ・労働政策の構造とその変化」（杜会政策学会

　年報第２３集『「構造的危機」下の杜会政策』，御茶の水書房，１９７９年所収），相沢与一「杜会

　政策論総合化の間題所在」（西村 ・松井編ｒ福祉国家体制と杜会政策』御茶の水書房，１９８１

　年所収），二宮厚美ｒ日本経済と危機管理論』，新日本出版杜，１９８２年，たどを参照 。

　　　「福祉国家から福祉杜会へ」という展望にかかわって，木村正身氏は以下のように示凌さ

　れている。「『福祉国家』の危機は国独資の危機であって，国独資が存続するかぎり ，費用節

　約原理が自動的に財政を抑制し，杜会政策の退行的スクラ ップ ・アソド ・ビノレドのうちに危

　機が乗りきられるだろう 。他方，ｒ福祉杜会』は，ｒ福祉国家』のそうした節約部分を埋める

　代替的民間次元を事実上あらわす理念となる可能性が大きいのではあるまいか」（同稿ｒ福

　祉国家思想史の基本課題」，ｒ季刊杜会保障研究』１７巻４号，１９８２年４月 ，４１０べ一ジ） 。

７）三好正巳「労働力政策に関する覚え書」『立命館経済学』１８巻，２ ・３合併号，１９６７年８

　月 ，７３ぺ一ジ 。

８）隅谷三喜男編ｒ目本的雇用政策の展望』，目本経済新聞杜，１９７８年，１３べ一ジ 。

９）経済企画庁編ｒ２０００年の目本』，大蔵省印刷局，１９８２年，１１８～１１９べ一ジ 。

１０）　ちなみに，１９７６年の身体障害者雇用促進法の改正は，雇用率制度の改正を中心内容とする

　ことからｒ身体障害者雇用促進法及び中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法の一部

　を改正する法律案」として一つにとりまとめられて提出されており ，障害者雇用政策は高齢

　者雇用政策と共通の位置にあるといえよう 。

１１）人問は「労働」によって自己の天性を変化させ発達することを明らかにしたのはカール ・

　マルクスであったが（たとえぼｒ資本論』第１巻「労働過程」，邦訳ｒ全集』第２３巻 ａ， 大

　月書店，２３４ぺ一ジ），この考え方は障害者運動のなかで発展させられ，たんなるｒ雇用」や

　　「就労」の保障ではない「権利としての労働」の保障として提起されている（たとえば，秦

　安雄ｒ障害者の発達と労働』，ミネ ノレヴ ァ書房，１９８２年，１４３べ一ジ以下）。

１２）たとえぼ，１９５５年のＩ　Ｌ　Ｏ第９９号勧告（Ｒｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉｏｎ　ＣＯｎｃｅｍｉｎｇ　ＶＯｃａｔｉｏｎａ１Ｒｅｈａ‘

　ｂｉ１ｉｔａｔｉｏｎ　Ｏｆ　ｔｈｅ　Ｄｉｓａｂ１ｅｄ）における「障害者」の定義は「身体的及び精神的損傷の結果
，

　適当な職業につき，かつ，それを継続する見込が相当に減退している者をいう」としている

　にもかかわらず，わが国においてはＤｉｓａｂ１ｅｄが「身体障害者」として訳出されているので

　ある。なお，障害者の概念については，笛木俊一ｒ法における “障害者”概念の展開（上 ・

　下）」ｒジュリスト』Ｎｏ．７４０，７４４．１９８１年５月，６月，を参照 。

１３）かかる日本的特殊性に関して，二宮厚美氏はｒ西欧型福祉国家の目本型福祉杜会への転

　換」であるとして，○福祉の由豪責任を在会責任に転換すること，＠福祉の受け皿を，自立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８７）
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　　　　自助プラス相互扶助，杜会サーピスの産業化という２つの移態で配置すること，＠官僚機

　　構の再編成を媒介にして国家と杜会の関係に新たな構造がつくりだされること，を指摘して

　　いる（同稿「現代の福祉政策と有償福祉」，西村鵠通編ｒ現代の福祉政策と労働間題』，啓文

　　杜，１９８３年，５７～６０べ一ジ）。

　１４）　日本経済調査協議会ｒこれからの福祉政策を考える』，１９８２年，３～４べ一ジ，１１べ一ジ 。

　１５）松井亮輔ｒ諸外国の障害者雇用および保護雇用の動向」（ジュリスト増刊総合特集Ｎｏ２４

　　　ｒ障害者の人権と生活保障』，有斐閣，１９８１年，所収），三塚武男ｒ障害者雇用制度の国際的

　　た発展過程と到達水準」（同志杜犬学ｒ評論杜会科学』２１号，１９８３年３月）たどを参照 。

　　皿　労働政策と障害者雇用

１９７６年身体障害者雇用促進法改正の特色一

　ＭＥ革命によって在宅での就労が展望されるようた今目の生産力水準のもとで ，障害

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
者の職域はコソピュータ関連業種などへも広がっていることが注目されているが，職業

安定所の窓口では，産業用 ロポ ットの導入 ・自動化 ・バート雇用の増大などによる職務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
の変化に対応出来ない障害者の雇用の維持 ・確保は困難を極めているのである 。

　身体障害者雇用促進法に定められた一般の民間企業の身体障害者雇用率は１．５％であ

り， １９８３年現在の雇用状況は第１表のとおりである。諸外国と比べても低い水準である

法定雇用率でさえ（たとえぱ，西ドイツ６％，フラソス１０劣，イギリス３％） ，１，０００人以上の

第１表一般の民間企業における揚模別身体障害者の雇用状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８３年６月１目現在）

事項
企業数 常用労働者数 身体障害者数 実雇用率

雇用率未達成

観模別 企業の割合
人 企業 人 人 ％ ％

６７　～　　９９ ９， ２０３ ７５２，９６４ １３，２８４ １． ７６ ３８．５

１００　～　２９９ ２０，４２１ ３， １３２，３１６ ４４，９３８ １． ４３ ４２．７

３００　～　４９９ ３， ８０３ １， ２９２，０６８ １５，２５２ １． １８ ５７．８

５００　～　９９９ ２， ５２６ １， ５３１，６２２ １６，７４４ １． ０９ ６５ ．８

１， ０００人以上 １， ９０８ ５， ９１９，１２３ ６５，２９７ １． １０ ７６ ．８

計 ３７，８６１ １２，６２８，０９３ １５５，５１５ １． ２３ ４６．５

（資料出所）労働省職業安定局集計

（注）　１　常用労働者数　　常用労働者総数から除外率相当数を除いた法定雇用身体障害者数の算定の基礎とな

　　　る労働者数である 。

　　２　身体障害者のうち重度障害者についてはダブルカウントとしてある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８８）
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第２－ａ表一般の民問企業におげる実雇用率の推移

１３１

（％）

年 １９７７ １９７８ １９７９ １９８０ １９８１ １９８２ １９８３

規模別
（昭和５２） （昭和５３） （昭和５４） （昭和５５） （昭和５６） （昭和５７） （昭和５８）

６７～９９人 １． ７１ １． ６８ １． ６６ １． ６８ １． ８１ １． ７８ １． ７６

１００～２９９ １． ４８ １． ４９ １． ４６ １． ４５ １． ４６ １． ４６ １． ４３

３００～４９９ １． ２１ １． １９ １． １９ １． ２０ １． ２１ １． ２２ １． １８

５００～９９９ １． ０４ １． ０４ １． ０５ １． ０５ １． ０８ １． １０ １． ０９

１， ０００人以上 ０． ８０ Ｏ． ８３ Ｏ． ８６ ０． ９０ Ｏ． ９８ １． ０５ １． １０

計 １． ０９ １． １１ １． １２ １． １３ １． １８ １． ２２ １． ２３

第２－ｂ表雇用率未達成企業の割合の推移 （％）

年 １９７７ １９７８ １９７９ １９８０ １９８１ １９８２ １９８３

規模別
（昭和５２） （昭和５３） （昭和５４） （昭和５５） （昭和５６） （昭和５７） （昭和５８）

６７～９９人 ４２．３ ４２．８ ４２．９ ４２ ．２ ３８．６ ３８．４ ３８．５

１００～２９９ ４３ ．２ ４３ ．５ ４３ ．７ ４４ ．Ｏ ４２．４ ４２．３ ４２．７

３００～４９９ ５４．５ ５６ ．４ ５６ ．９ ５７．８ ５７．７ ５７．１ ５７．８

５００～９９９ ６４．１ ６５ ．９ ６６ ．Ｏ ６７ ．４ ６６ ．７ ６５．５ ６５ ．８

１， ０００人以上 ７８．９ ７９ ．５ ７９ ．４ ８１ ．５ ８１ ．Ｏ ７８．６ ７６ ．８

計 ４７．２ ４７．９ ４８．０ …１… ４６ ．２ ４６ ．５

（出所）『身体障害者の雇用の現状』各年版より作成。

大企業のうち３／４以上の企業が未達成となっているのである。この点に関して「大規模

企業になるに従って実雇用率は低く ，また，雇用率未達成企業の割合が高く ，前年と同

様の傾向がみられる」（１９７８年版ｒ身体障害者の雇用の現状』）ということが従来より指摘さ

れてきたが，最近では，「１，ＯＯＯ人以上規模の企業では……昨年に引き続いて ，雇用改

善が着実に進んでいる」（ユ９８２年版ｒ身体障害者の雇用の現状』）という評価に変わってきて

いることが注目される。１９７６年の身体障害者雇用促進法の改正以降の７年問について実

雇用率の推移をみるならぱ（第２－ａ 表） ，１，ＯＯＯ人以上揚模の大企業での実雇用率は ，

ユ９７７年の０．８０劣から１９８３年の１，１０劣というように確かに伸びている。しかしながら ，そ

れを雇用率未達成企業の割合の推移でみるたらぽ（第２－ｂ表） ，１，０００人以上観模の未達

成企業の割合は ，１９７７年の７８．９％から１９８２年の７８，６％というように同じ水準でほとんど

変化がみられず（１９８３年は７６８％とわずかに減少したが，全体では４６５％とたって削年より未達

成事業所は増加している），また ，１，０００人以上観模での実雇用率の伸び率は低下してきて

いることがわかる 。

　身体障害者雇用促進法が全会一致で成立したのは１９６０年７月であ った。それは，「高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８９）
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度経済成長期をむかえ，世界の資本主義国家間で，ある程度その力を発揮，維持してい
　　　３）
く体面上」からも ，また，１９５９年に国会に提出された国民年金法案および労働者災害補

償保険法の一部改正法案（１９６０年に提出）が，「労働能力をほとんど喪失したとみられる

重度の身体障害者については年金を支給することにな っており ，これ以下の程度の身体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
障害者については，その労働力の活用によって自立することが期待されていた」という

ように，不十分た年金制度を補完する意味においても ，必要とされていたからである 。

１９６０年法は，具体的措置として，¢公共職業安定所の業務の充実，　職場適応訓練の実

施， 　身体障害者雇用率（官公庁の非現業的機関１５％，現業的機関１４劣，民間事業所の事務

的事業所１．３％，現場的事業所１．１％）を設定，＠重度障害者に特定の職種を指定，　身体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
障害者雇用審議会の設置，などを含んでいた。しかしながら，この法律は，雇用率未達

成の場合の罰則がなく強制力をもたない点でｒ努力目標」でしかないことたど，重大な
　　　　　　　　　　　　　　６）
欠陥を持つ「ザ ノレ法」であ った。にもかかわらず，民間事業所におげる雇用率は一定改

善されたが（１９６１年０．７８劣，１９６５年１ ．１２％，１９７０年１．２５％），その主要な原因は，１９６０年以後

の我が国の高度経済成長により ，　「雇用需要が大幅に増加し，このため，労働力市場が

労働力不足の状況とた ったことに伴い，就職に当って各種のハソデ ィキャッ プを有する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
身体障害者についても ，中小企業を中心として雇用機会が増加した」からであ った。こ

うして１９６８年には，雇用率がおおむねＯ．２ポイソト引き上げられ，官公庁の非現業的機

関１．７％，現業的機関および特殊法人１．６％，民間事業所１．３％とな ったのである 。

　高度経済成長のもとで，交通事故や労働災害が多発し公害や職業病などの新たな発生

が杜会問題化するなかで，障害の多様化 ・重度化が進んだ。「身体障害者を５０劣以上雇

用する事業所がある一方，全く雇用していない事業所もいまだかなり存在しているた
　　　　　　　　　　　　　８）
ど， そのアソバラソスが著しい」こと ，また，「働げる者と働けない者の区別がより明
　　　　　　　　　 ．．．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
確にされるなかで，働げない障害老の問題が徐々に表面化してくる」こと等の事態が生

み出されてきた。そうしたなかで，１９７２年８月身体障害老雇用審議会に対して「心身障

害者の雇用の促進のために講ずべき今後の対策について」という諮問が行なわれ，同年

１２月の中問答申（答申第４号）を経て ，合計２２回の審議を重ねた後 ，１９７３年１２月に答申第

５号が出されている。それは，ｒ心身障害者の雇用対策の水準如何は，福祉国家のバロ

メーターともいわれているが，我が国の心身障害者の就業状況をみると ，その就業率
　　　　　　　　　　　　　　１０）
は，一般に比しいまだかなり低い」という認識に立 って ，¢心身障害者多数雇用事業所

（いわゆるモデルエ場）の育成強化，　雇用奨励金制度の充実，　心身障害者職業セ：／ター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９０）
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や身体障害者職業訓練校の増設，＠精神薄弱者に対する特別対策，　事業主団体による

自主的活動の促進，などを答申している。なかでも注目されるのは，第１に，事業主に

対する雇用義務強化の背景であり ，心身障害者の雇用促進を強化するためには強制雇用

制度にすべきであるというｒ一部にみられる」意見と対決して ，ｒ現時点において性急
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ１）
に強制雇用制度を採用することには問題がある」という立場から現行法の積極的活用や

行政指導の強化を主張していることである。第２に，「大企業において雇用が進んでい

ない大きな原因の一つは，これまでの啓蒙活動の内容が，具体性に欠げ，また，その方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
法が必ずしも適切でなか ったことによる」として ，事業主によって構成される心身障害

者雇用促進事業団による自主活動を促進しようとした点で，独占資本の側からイニシァ

ティ ブをとろうとしたことである。第３に，精神薄弱者への対策がいわれているが，そ

れは資本の論理にもとづいてｒ選職，能力開発の如何によっては健常者よりむしろ優れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ている場合さえあるにもかかわらず，その労働能力について正しく評価されていない」

とする精神薄弱老対策であり ，障害老を積極的に搾取の対象としてとらえた点である
。

　障害者雇用をめぐるこのような動きのなかで，１９７４－７５年恐慌におげる経済危機の深

刻化は，高度成長下の「労働力不足」時代に中小零細企業に吸収されてい った障害老労

働力を失業に直面させることになり ，雇用の確保をもとめて身体障害者雇用促進法の抜
　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
本的な改正がせまられたのである 。１９７５年１０月 ，身体障害老雇用審議会に対して労働大

臣の諮問がなされたが，わずか２ケ月の間に７回の審議が行なわれ，１２月には答申第６

号か出されている。これをうけて ，改正案は，翌１９７６年４月閣議決定され，第７７回国会

に参議院先議で提出，５月には全会一致で可決されたのである 。

　改正の主な内容は，¢事業主に対する身体障害者の雇用義務の強化，　雇用納付金制

度の創設，　重度障害者の取扱いの改善，＠身体障害者雇用促進協会の設立，などによ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
って「身体障害者の職業の安定を図る」ことであり ，１９６０年法に比べ，「努力目標」か

らｒ義務化」へという一定の改善がみられたのである。しかしながら，この改正法も ，

雇用義務化の対象に精神薄弱者を入れていないこと ，身体障害者等級区分が職業能力と

は関連をもたないものであること ，雇用納付金の額が最低賃金相当額まで引き上げられ

る必要のあること（最低賃金法の障害者適用除外条項の廃止をも含めて），などの点で問題を
　　　　ユ６）
残している 。

　以下では，１９７６年改正法の重要た内容をなしている「身体障害者雇用率制度」ｒ身体

障害者雇用納付金制度」ｒ身体障害者雇用促進協会」についてさらに具体的に述べてみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９ユ）
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よう
。

　（１）　
「身体障害者雇用率制度」に関して ，第１に注目されるのは，ｒ子会杜の特例的

取扱い」（いわゆるｒ特例子会杜方式」）である。これは，親会杜が・身体障害者を集中的

に雇用する工場を別の法人である子会杜として設立するような場合に「子会杜を親会杜

と同一の事業主体と擬制し，そこに雇用率制度を適用することとすれぱ・当該会杜にお

げる身体障害者の雇用の推進のためにかなりの効果があるものと期待され，また，身体

障害者の雇用に特別の配慮がたされた工場であれば，身体障害老自身にとっても ，その

有する能力を最大限に発揮する機会が増大することとたり ，この法の目的にも合致す

豹というねらいを持つものであ
った。その結果，当該子会杜は単独では身体障害者雇

用調整金又は報奨金の支給が受けられないことになり ，それらは親会杜へ支給されるこ

ととなったのである。第２に，「除外率制度」がもうけられたことである
。１９６０年法で

は， 「坑内労働者，船員その他労働省令で定める労働者」を除外労働者とし，個別労働

老ごとに判断して除外労働者数の算定を行なってきたが，改正法では，身体障害者の就

業が一般的に困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種ごとにあらかじめ

平均的な除外率を定め，その率によって除外すべき労働者数を算定することに狂 った 。

一方で，除外率はその職種によって事業所単位で細部まで算定されることとたったが ・

他方で ，１９６０年法では事業所単位であった雇用率は企業単位で適用されることになり ，

事業所別のバラソキが多くなったのである。第３に，重度障害者の雇用の立ち遅れに対

して ，ｒ重度障害者の二倍計算方式」（いわゆるｒダブルヵウソト方式」）が設げられたこと

である。これは，重度障害者を雇用する場合には，その１人をもって２人の身体障害者

に相当するものとみなす措置で，雇用率の算定のほか，納付金，調整金及び報奨金の額

の決定にも適用されるものである 。

　（２）　
ｒ身体障害者雇用納付金制度」は，ｒ身体障害老の雇用に関する事業主の杜会連

帯責任の履行を確保するための経済的制度」であり ，その概要は第１図のとおりであ

る。 納付金制度の法的性格については，「雇用率を超えて身体障害者を雇用する事業主

に対して調整金を支給することにより ，事業主間の身体障害者の雇用に伴う経済的負担

の平等化のための整調を行なうという調整金的た性格（一種のイイナスの受益者負担金の性

格）と ，身体障害者を雇い入れる事業主に対して各種の助成金を支給することにより事

業主の身体障害老の雇用を促進しようとする，身体障害老の雇用促進のための事業主の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
共同拠出金的た性格（一種の目的税的な性格）との２つの性格を併せ有する金銭」とされ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９２）



　　　　　　　　　目本における障害者雇用政策の今目的展開（上掛）　　　　　　　　１３５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
ているように，罰金とは明確に区別されている。そして ，この納付金制度にもとづいて

支給される助成金のた

かでもとりわげ注目さ

れるのが「重度障害者

等雇用管理助成金」で

ある。この助成金は

１９７９年度および１９８０年

度の２年問の時限的た

　　　　　　
２ｇ）

措置であ ったが，公共

職業安定所の紹介によ

り， 新たに重度障害者 ，

重度精神薄弱者または

４５歳以上の中高年齢身

体障害者を雇い入れる

事業主に対し，１人当

り１ケ月につき１０万円

を２年問助成するとい

うものであ った。その

支給額は，第３表にみ

られるように ，１９７９年

度約１０億円 ，１９８０年度

約８３億円 ，１９８１年度に

は約１５３億円（支給総額

約２５８；億円の６割）にも

のぼり ，納付金の積み

立てのほとんどを取り

崩すこととたる 。

　（３）　「身体障害者雇

用促進協会」は，「身

体障害老の雇用の促進

人
当
た
り

月
額
四
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○
○
○
円

身
体
陣
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第１図 身体障害者雇用納付金制度の概要
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（注）１９８１年度分までは，納付金３０，０００円，調整金１４，０００円，報奨金

　８，０００円であ った 。
（出所）労働省職業安定局編「心身障害者雇用の実務』雇用問題研究会，
　　１９８２年，２４０ぺ一ジ 。

　　　　　（６９３）



１３６

区　　　　分

立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

　　　　　　　　　　　第３表年度別助成金

身体障害者作業施設設置等助成金

　　　　　　第　　１　種
　　　　　　第　　２　種
身体障害者能力開発訓練施設設置
等助成金

身体障害者等住宅等確保助成金

　　　　　　第　　１　種
　　　　　　第　　２　種
　　　　　　駐　　車　場

身体障害者等専任指導員設置助成
金

身体障害者等能力開発訓練委託助
成金

重度障害者等雇用管理助成金

　　　　　　職場適応助成金

３６

９

３６

認　　定

１９７７年度

件 　千円
８６，６８５

３７，３４１

１１４人

１９７８年度

件
９１

９１

０

１

１０

９

０

１

　１２９
（３７８人）

　千円
２４５．５７９

２４５．５７９

　　０

５０，０００

４７．１９６

４７．１５２

　　０

　４４

１３１ ，４６２

支

１９７９年度

件
３７６

３６２

１４

１

５２

１６

２１

１５

　３０４
（７０４人）

１， ４９９

（１ ，８１２人）

　千円
８８８．２６８

８８３．８６７

４， ４０１

５０，０００

６６．０８４

６２，４４８

２． ５７４

１， ０６２

３３５，１５５

３， １７０

１， ０３３，８００

重度障害者等特別雇用管理助成金

　第１種（通勤対策等）

　　　　　　住宅の新築
　　　　　　住宅の賃借
　　　　　　指導員配置
　　　　　　通勤用バス
　　　　　　駐車場の賃借
　第２種（手話通訳担当者等）

　　　　　　健康相談医
　　　　職業コソサルタソト

重度障害者多数雇用事業所施設設
置等助成金

　　　　　　第　　１　種
　　　　　　第　２　種

１３ ４９０，５７２ ２０ ５８，１５７ １９

１９

０

１， ７２８．１６６

１， ７２８．１６６

　　０
身体障害者等能力開発助成金

　　　　　　第　　１　種
　　　　　　第　　２　種
　　　　　　第　　３　種

合　　　　　　計 ５８

件 　千円
６１４，５９８

件
２５１
　　千円
１， ３３２，３９４ 　件２， ２５７ 　　千円４， １０４，６４３

（出所）身体障害者雇用促進協会資料より作成 。

（６９４）



目本における障害者雇用政策の今目的展開（上掛） １３７

取　扱　状　況

給

１９８０年度

　件
６４７

５９５

５２

２！０

１４

ユ１７

７９

　２，０５１
（３，４７７人）

３４人

　１２，４９０
（１４，９３４人）

０

５２

４９

　　件
１５，４８４

　　　千円
１， ５６８，５９５

１， ５５２，０８８

１６，５０７

９６ ，４９０

７８，３８４

１３ ，５８３

４， ５２３

１， ８３９ ，０９７

１５，８５８

８， ３２４，６００

６， １９４，９５２

６， ０３４，６０８

１６０，３４４

　　　千円
１８，０３９ ，５９２

１９８１年度

　件
８０３

７５３

５０

！９７

４

ユ２５

６８

　２，５９５
（４，１１１人）

１６件

　２２，０１５
（２７，２７７人）

４３９

４３９

２０

２４５

１１

１６３

５７

５２

３１

１

２７

　　件
３２，９３１

　　　千円
；

２， ０８２，７４５

２， ０６６ ，６６３

１６ ，０８２

２２，１０８

１０，８５６

９， ２５３

１， ９９９

２， ２３２，０３５

７， ６５７

１５ ，２５２，６００

Ｏ　ｌ

１９０，６６４

！９０，６６４

１３３ ，５９７

２７，４０６

２０，７７８

８， ８８３

Ｏ

Ｏ■

Ｏ

５， ９７３ ，９６３

５， ６９７，０９４

２７６ ，８６９　

５３ ，３４１

２９ ．３７４ １

１７，９５１

６， ０１６

　　　千円
２５，８１５ ，２１３

認　　　定

ユ９８１年度

　　件
１， ０３６

　　　千円
２， ９８７，４４８

１， Ｏ００　　　２，９８７，４４８

３６

１０　　　３，７４９

１　　　　３，７４９

７

４６２ ６３３人

６， ５７２

２， ５３４

８， ユ８２人

２， ８２６人

２７４

２１７

２２

１０５

１４

３４１ ，１１３

３４１ ，１１３

２９４，７４０

（１９人）

２５　　　　　　４６ ，３７３

１００

１

（璽通駕）

５２

４９

３， ７７１ ，０３６

３， ５９６ ，０３６

１７５ ，Ｏ００

２１

１

１８

２９ ，４０５

２９ ，４０５

件
１， ３９３

　　　千円
７， １３２，７５１

（６９５）



１３８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

と安定を図るためには，行政による施策の推進とともに，国民　般とりわげ身体障害者

を雇用する事業主が身体障害者に対する正しい認識と理解のもとに，その雇用問題に積

極的に取り組むことが緊要」であり ，「そのためには事業主によって構成される身体障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）害者雇用促進団体が行政に協力しつつ，自主的活動を行なうことが極めて効果的」であ

るという認識から設立されたが，その組織と業務は，第２図のとおりである。なお，雇

用納付金制度業務については雇用促進事業団からの委託を受げて行なわれている（法第

　　　　　　　　　第２図　身体障害者雇用促進協会の組織と業務

中

央

協

会

身
体
障

用
進
促
協
会

一会長一理事

一監事

（委託関係）

　　　　　　　　　務課（鱗翰鰯蟻）

・総務部｝ 課（轟犠鰯細不黎霧
’黎）

　　　　　　　　　報室（野錨隅灘騒 一）

一て１駕鶯１１１１；

二納付金部一

一職業開発部一

哉収課（彊麟繋麟務の総魯納付金の徴）

→合付課（藩金報奨金の受毘審査及び支）

一１１１１１（騨灘１灘１菱１）

一１１１（議欝鰯１萄

一中央コソサルタソ１（裳身障害者等の雇用相談業）

甥唇用相談展示（耀妻灘賢萎鰯綴）
　（中央，大阪，福岡）

一国立職業リハビリテー：■ヨソセソター

　（地方協会）

・・都道府県心身障害者雇用促進協会

（出所）身体障望者雇用促進協会［業務概要』ユ９８２年，３ぺ一ジ 。

（６９６）



　　　　　　　　　　 日本におげる障害老雇用政策の今目的展開（上蟄）　　　　　　　　 １３９

１８条）。

　以上のように，１９７６年改正法は国家資金の性格のきわめて強い納付金を中心としたも

のであ ったが，その後，「各種助成金の要件を緩和」（１９７８年度ｒ年次雇用計画」）・「大幅

に拡充される助成金制度の周知と積極的な活用」（１９７９年度ｒ年次雇用計画」）・そして１９８１

年の国際障害者年にくしくも設置されたｒ吉備松下」の成功を経て ，ｒ第３セクター方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
式による企業の設置促進に努める」（１９８２年度ｒ年次展用計画」）と展開していくのである ・

　　 １）　 『目本経済新聞』１９８２年１１月１１目付夕刊「身障者にプ ログラマーの道を」・および同紙

　　　 １９８３年６月６目付「広がる身障者の職域」たど。ちたみに，１９８３年４月から，目本アイ ．ピ

　　　
ー’
エムがアガペ身体障害者作業セソター（神奈川県座間市）と提携して コソピュータ技能

　　　者の養成をめざすなど，現在障害者のプ 回グラマー養成施設は全国に１４ケ所ある（『身障雇

　　　用ニュース』第７５号，１９８３年１２月１０目，８ぺ一ジ） 。

　　 ２）全労働省労働組合京都支部「第１回心身障害者の就業間題を考えるンソポジウム」（１９８３

　　　年９月１８日）基調報告，４ぺ一ジ 。

　　 ３）中野敏子「障害者就労保障の史的展開（中）」（ｒ賃金と杜会保障』７８７号，１９８０年２月）４３

　　　べ一ジ 。

　　 ４）労働省編ｒ労働行政史』第３巻，労務法令協会，１９８２年，１１８７ぺ一ジ 。

　　 ５）　『第３４回国会衆議院杜会労働委員会議録』１１号，１９６０年３月２目・１４へ一ジ ・

　　 ６）強制雇用としないことについては，ｒ展用主の理解と協力の上に立った雇用であって初め

　　　て，身体障害者の定着と雇用促進の真の実効が担保されるものであるという観点」（前掲『労

　　　働行政史』，１１８９ぺ一ジ）から法案が検討された為であった 。

　　 ７）遠藤政夫ｒ身体障害者雇用促進法の理論と解説』目刊労働通信杜，１９７７年，７３ぺ一ジ。こ

　　　の限りでは，法案提出にあたり当局が意図したとおり，経済成長計画およぴ履用計画を策定

　　　 し「その上で今度は身体障害者の吸収率もきめて参りたい」（松野頼三労働大臣の発言，ｒ第

　　　 ３４回国会衆議院杜会労働委員会議録』３５号，１９６０年５月１１目，２へ一ソ）とする基本線にそ

　　　 って一ちたみに１９６０年１２月池田内閣はｒ国民所得倍増計画」を発表　　身体障害者の雇用

　　　政策も展開したということができる 。

　　８）遠藤，圓１」掲書，７４ぺ一ソ 。

　　９）中野，前掲論文，４５ぺ一ジ 。

　　１０）身体障害者雇用審議会答申第５号，１９７３年１２月１３目（引用は，労働省職業安定局編ｒ心身

　　　障害者の雇用対策』，１９７５年，所収，２ぺ一ジ）。

　　１１）　同上，６ぺ一ジ 。

　　１２）　同上，２０ぺ一ジ 。

　　１３）同上，１３ぺ一ジ 。

　　 １４）土屋教子「障害者対策における『福祉』とｒ雇用』」（江口　田沼　内山編著『現代の労働

　　　政策』大月書店，１９８１年）２０９～２１０ぺ一ジ。なお，１９７６年改正法は，西ドイツの重度障害者

　　　法（１９７４年）を参考にしたとされるが，その内容は大幅に後退している（木下秀雄「西ドイ

　　　　ソにおげる障害者雇用の動向」ｒ障害者問題研究』３３号，１９８３年５月を参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９７）



１４０　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

　１５）　 ｒ第７７回国会参議院杜会労働委員会会議録』４号，１９７６年５月１３目，２へ一ジ 。

　１６）鈴木峯保「就労施策の現状と問題点概説」（児島美都子編ｒ障害者雇用政度の確立をめざ

　　　 して』，法律文化杜，１９８２年，６２べ一ジ）。最低賃金法（１９５９年）は，その第８条で，「精神

　　　又は身体の障害により著しく労働能力の低い者」については，使用者が都道府県労働基準局

　　　長の許可を受けたときは，適用しないとしている（ちなみに，１９８２年の最低賃金適用除外許

　　　可数は，精神薄弱者１，８８７人，身体障害者５４７人であ った）。賃金についての観制が必要であ

　　　ることに関して，１９６０年法の審議に際し八木一男委員は，ｒ雇用の量の方の面で幾分前進し

　　　たとしても，質の面では一つも前進しないということになる……賃金について文句を言うな

　　　ら，ほかの人を雇おうというような状況にありますから」と指摘している（ｒ第３４回国会衆

　　　議院杜会労働委員会議録』３５号，１９６０年５月１１目 ，１０へ一ソ）
。

　　　　なお，１９７６年改正法について沓脱タケ子議員から，◎精神薄弱者の雇用促進に関し，速や

　　　かに調査研究を進め，雇用の義務化等の措置を講ずる，　身体障害者の解雇観制の措置を設

　　　ける，＠本来政府がやらなけれぱならない雇用促進のための訓練校の運営などを代行する身

　　体障害者雇用促進協会の創設についてはその規定を削除する，という内容の修正案が出され

　　たが，否決された（『第７７回国会参議院杜会労働委員会会議録』４号，１９７６年５月１３日 ，４４

　　ぺ一ジ）。 身体障害者雇用促進法の法制度上の問題点については，宮嶋尚史「身障者雇用の

　　盲点と矛盾」（ｒ月刊いのち』Ｎ０，１８３．１９８２年１月），及び山田耕造「障害者雇用保障の法的

　　課題について（上）」（『香川法学』１巻１号，１９８２年３月）を参照
。

　１７）労働省職業安定局長，１９７６年１０月１目付け職発第４４７号通達ｒ改正身体障害者雇用促進法

　　の施行について」。なお，特例的取扱いをする子会杜の基準は，◎親会杜の所有株式又は出

　　資の割合が５０％を超えるもの，＠常用の身体障害者の数が１０人以上かつ全常用労働者の３０％

　　以上であること，及び身体障害者のうち重度障害者が３０％以上であること，ゆ親会杜と子会

　　杜の人的交流が密であること（１名以上の役員又は相当数の従業員の派遣），及び子会杜の

　　経営の安定のための措置が講笹られていること（例えは年間生産高又は売上高の５０％以上の

　　発注），などにより親会杜と子会杜がｒできる隈り経済的，組織的に単一の企業体たる実態

　　を有する必要がある」としている（労働省職業安定局業務指導課長，１９７７年２月８目付け業

　　指発第１１号通達「子会杜の特例的取扱いについて」）
。

１８）

身体陣害者の雇用割合

Ａ

法定雇用率Ｂ
Ｄ

Ｆ

現実の平均雇用割合Ｃ
Ｅ　　 、、

Ｇ

、
、
、
、
、
、
、
、
、
、

○　　　事業羊の分布 Ｈ
事業主の分布

（６９８）
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（イ）経済的負担の調整を図るために徴収する分……△ＥＨ　Ｇ（現実の平均的な雇

　用水準以下の事業主から徴収）
（口）雇用促進経費として徴収する分……口Ｂ　Ｃ　Ｇ　Ｆ（全事業主から徴収）

バ　△ＥＨ　Ｇ→△ＡＣ　Ｅへ（負担の調整）

→　口Ｂ　Ｃ　Ｇ　Ｆのうち口Ｂ　Ｃ　Ｅ　Ｄの部分はいによる調整金の支給により相殺し得

　るので，実際には徴収されない 。
（ホ）その結果，実際の納付金は，△ＤＨ　Ｆに相当するものが納付されることとな
　る。つ幸り ，実際に納付金を納付すべき事業主は，法定雇用率未満の事業主と

　なる 。

　　遠藤，前掲書，２４６～２４７べ一ジ。この納付金制度の２つの性格は，上図のように説明され

　ている（同上，２５３ぺ一ジ） 。

１９）納付金を雇用率未達成企業に対する罰金としない理由として，¢事業主の採用の自由を侵

　害するおそれかある，　雇用関係は相互の信頼と理解を基礎とするのでそくわない，　罪金

　さえ支払えばよいとする「免罪符」にしないため，としている（同上，２５６ぺ一ジ） 。

２０）ｒ重度障害老等職場適応助成金」の新設によっ て， 「重度障害者等雇用管理助成金」は１９８１

　年６月７日隈りで廃止されたが，同日以前に支給の認定がなされた事業主に対しては２年問

　の支給ができるとされた 。

２１）身体障害者雇用促進協会ｒ業務概要』，１９８２年，１ぺ一ジ。なお，現在の中央協会の名誉

　会長は永野重雄目本商工会議所会頭，副会長は小山五郎三井銀行相談役，下川常雄住友 コム

　エ業相談役，磯部清合同資源産業杜長であり ，産業別の実雇用率が最も低い業種である金融

　　・保険 ・不動産業（１９８２年度Ｏ．９７％）や，化学工業（同，Ｏ．８９％）の代表者が副会長である

　ことは注目される 。

２２）身障者雇用の分野において，今日とりわげｒ第３セクター方式」なるものが注目されてい

　るが，その最初の試みは，１９８１年春に操業を開始した「吉備松下株式会杜」（制度上は労働

　省所管の「重度障害者多数雇用事業所」）であ った。第３セクター方式「吉備松下」の成功

　をふまえて，初村滝一郎労働大臣は，翌１９８２年９月の心身障害者雇用促進月問のなかで，こ

　れからの障害者雇用に関して次のように述べている。「個女の対策を十分に講じても，なか

　なか就職できない人達も現実にはみられます。こういった障害者のためには，岡山県吉備高

　原都市の例にみられるような民間企業と地方公共団体が共同出資をして設置する，いわゆる

　第３セクター方式の障害者雇用企業を地域杜会の中に育成していくことが重要だと考えま

　す」（『身障雇用 ニュース』第６２号，１９８２年１０月１０目，３べ一ジ）と。ここには，第３セクタ

　ー方式による身障者雇用対策が対象とするのは「個々の対策を十分に講じても，なかなか就

　職できない」障害者であることが明示されている。しかしながら，吉備松下が操業時点で採

　用した２５名の身障者（そのうち２４名が重度障害者）のほとんどは下肢障害者であり ，上半身

　の職業能力の点では健常者と比べても遜色がない障害者であ った。つまり，一方で，個共の

　対策を十分に講じても就職できない障害者のために第３セクター方式をとるとしながらも ，

　他方で，実際に雇われたのは，すぐれた職業能力を持つ若い障害者であるというギャッ
プ，

　ここに第３セクター方式による身障者雇用という新たな政策を分析するうえで重大な問題点

　が存在すると思われる。すなわち，これまで障害者の労働市場を支えてきた中小 ・零細企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９９）
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　　　とそこで働く障害者や共同作業所などで働く重度の障害者が，政治や行政の視野から見失わ

　　れていく点である 。

皿　障害者雇用政策と労働行政

１　労働行政の機能と問題点

　ここでは，上述した障害者雇用政策の施策の内容にかかわって ，労働行政の果たす機

能に関して立ち入った検討を加えることで，１９７６年改正法をめぐる国家と独占資本の意
　１）

図を明確にし，その譲歩の意味を明らかにする 。

　まず，第１に，労働行政の指導の姿勢にかかわる間題がある 。１９７５年１２月に労働省

は・ 雇用率が０５％未満（当時の一般民間企業の法定雇用率は１３％）の５００人以上の事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書）
所のうち「積極的な協カの姿勢のない」１１５事業所名をはじめて公表したが，その前後

の雇用率の上昇はいちぢるしく ，ｒ行政指導がどっ ちを向いているかということによっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
て， これはもうこの成果が上がるか上がらないかの非常に大きた焦点にな っている」と

指摘されたところでもあ った。ところで ，１９７６年改正法は，雇用率未達成の事業主に対

してｒ身体障害者の雇入れに関する計画の作成を命ずることができる」（法第１５条）とし

ているが，その際の基準は，ｒ雇用割合がＯ．５％未満というふうに著しく低い」企業に

対してのみであり（法定雇用率が１．５％であり，守っていたい企業が１万７千存在するにもかか

わらず） ，１，１１６の企業に対して雇い入れ計画所の作成を命じているにすぎない（ユ９７９年

度）。 さらに，計画期問中（３ヶ年計画が多い）に新規に雇い入れを予定した身体障害者の

うち，実際に雇った割合が３０劣以下である企業に対してのみ適正実施の勧告を出してお

り， その数は１１３件というわずかなものである。つまり ，「法律ができる前にはＯ．５％

以下ならひどい企業だということで公表できたものを，そういう運用をするもんですか

ら， ０．

５％以下だといっても全部の手続きを終わらないと公表もできない」というよう

に， 行政がいわぱ「権限を勝手に切りちぢめている」現状のあることが指摘されてい
４）

る。 こうしたなかで，法定雇用率未達成の企業の割合は，第２－ｂ表にみられるように ，

１９７７年から１９８０年にかげて ，全体では４７．２劣から４８．４％，１，０００人以上観模で７８．９％か

ら８１．５％というように，増加しているのである。これに対して ，勧告した件数は ，１９７９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７００）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
年度の１１３件，ユ９８０年度の５８件，１９８１年度の３８件，合計２０９件であり ，年々減少する傾

向すらみられるのである。さらには，この「雇用計画」自体の内容が問題である。事業

主が，管轄安定所長へ提出するｒ身体障害老雇入れ計画」は，「３年間の期限中にあと

何人雇用すれぱ法定雇用率をクリアできるかという数字を記入させたもので ，企業内部

の事業計画や本来の採用計画から捻出された人数ではないから，あまり現実味のある数

　　　　　　６）
字とはいえない」ことが指摘されているように，書式の面においても不十分であると言

わざるをえない 。

　以上のことから ，１９７６年改正法によって企業の雇用義務が強化されてから以降の労働

行政については，その指導の方向を後ろ向きにして自らの権限を正当に行使していたい

こと ，さらには，指導の中身とかかわる雇入れ計画書の内容の点でも改善の余地が残さ

れていること ，が明らかにた った 。

　第２に，縦割り行政による制度の不整合の問題がある。「心身障害者雇用対策法」と

してではなく「身体障害者雇用促進法」として１９６０年に制定されたように，法の対象は

身体障害者に限定され緒神薄弱者たどは含まれていない（同じ１９６０年に緒神薄弱者福祉法を

制定）。 精神薄弱老の雇用の促進については，身体障害者雇用促進法の附則のなかで ・

必要た措置が講じられるまでの問はｒ準用する」（附則第４条）という条項カミ示されてい

　　　　　　　　　７）
るにとどまるのである。このこととあわせて ，ｒ生き甲斐としての就労，福祉的就労対

策は厚生行政によって対応されるべきもの」であり「職業安定行政は雇用にたじむ者を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
一般雇用の場に就かせることに全力投球することが筋」とされるような行政の守備範囲

の問題も重なるたかで，障害者の “労働
’’

間題は，厚生省サイドの「就労」行政と ，労

働省サイドの「雇用」行政とに分断されているのである 。

　このような例は，１９７２年の厚生省杜会局長通知によって設置されたｒ身体障害者福祉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
工場」（一般にｒ福祉工場」と陣ぱれ，全国１９ヶ所で約１，０００人が就労しているｒ施設」）と

・１９７３

年の労働省のモデ ノレエ場特別融資制度にもとづくｒ心身障害者多数雇用事業所」（いわゆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ０）
るｒモデノレエ場」で，全国１０１ヶ所で約１，６００名が雇用されている）との２系列に典型的にみる

ことができよう 。両者の違いについては，第４表にみられるとおりであるが，モデ
ノレエ

場が，「民問企業組織により経営を行なうため生産性をあげることが常に要請され」ｒ障

害者に強い自立意識をうたがすことができ」ｒ企業の拡大，障害者の雇入れの増加も期

待できる」とされるのに対し，福祉工場は，「あくまで杜会福祉施設であるため，企業

的要素を加味した場合であ っても ，生産性の向上を強く期待しえたい」「利潤追求を目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０１）
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第４表　福祉工場とモデルエ場との相違点

制度の目的

設置主体
経　営主体

助

成

建設　費

運　営　費

税　　　制

対　　象　　者

従業員数，構成

生　産　性　等

モ　　ラ　　ー　　ル

発　　展　　性

雇用の波及効果

福祉　工場
医学ケアが必要であるなど，一般企業
に雇用されることの困難な重度障害者

に仕事を与え，杜会生活を営ませるた
め， 杜会福祉法人等が建設する工場に

対し，補助を行なうことにより ，その
建設を促進する 。

都道府県　指定市　杜会福祉法人

杜会福祉法人

補助　国１／２都道府県１／４（自己負

担杜会福祉法人１／４）

補助　福祉部門人件費　医務管理費

管理部門人件費

法人税は免除

重度障害者　１～２級

５０人，全員重度障害者で構成

あくまでも杜会福祉施設であるため ，
企業的要素を加味した場合であっても

，

生産性の向上を強く期待しえない 。

生活環境については，十分の配慮がな
されているが，この反面として保護的
な意識はぬぐいきれない 。

利潤追求を目的とする組織ではたいの
で， それ自体で発展することは期待し

えない 。

モデルエ場
中・ 重度障害者が民問企業の中で，健
常者とともに働き，その労働能力の有
効発揮を図り，生きがいのある職業生
活を可能ならしめるため，障害者を多
数雇用することを目的とする民間企業

に対し長期低利の融資を行なうことに
よってこれを育成するとともに，一般
企業における障害者雇用についてのモ

デル的な役割を果たさせる 。

民　問　企業

低利融資設備投資額の８０劣まで

な　し

●法人税および所得税の１／３割増償却

●不動産取得税の一部控除

１身障１１（欝蘇）

●中小事業主であること
。

●常時雇用する心身障害者の数が１０人

　以上であること 。

●常時雇用する労働者の総数に対する

　心身障害者の割合が５０％以上である

　こと（かつ心身障害者の１／２以上を

　重度障害者をもって充てることにつ
　いて配慮するものとする 。）

民間企業組織により経営を行なうため
生産性をあげることが常に要請される

。

生産性を高めることが要請される環境

の在かで，障害者に強い自立意識をう

ながすことができる。人事面でも昇進
の道が開かれている 。

利潤追求を目指す企業が経営するため
，

径営はバイタリティーに一富み，企業努
力による発展により，企業の拡大，障
害者の雇入れの増加も期待できる

。

民問企業経営における障害者雇用の実
証例を示すことにより他の民問企業へ

の雇用の波及効果が期待できる 。

（出所）全国心身障害者雇用促進協会『心身障害者モデルエ場必携』１９７５年，４ぺ一ジ 。

（７０２）
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１４６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
的とする組織ではたいので，それ自体で発展することは期待しえたい」とされている 。

このようた区別にもかかわらず，モデルエ場と福祉工場は競合する側面を持っている 。

たとえぱ，「福祉工場は，その与えられている経営の条件から，職業能力の低い者は雇

用することができず，福祉サイトからは重度化する障害者の二一ズに応えていないと批

判され，一方，条件さえ整えぱ一般企業に雇用され得るようた障害者ば，雇用促進法の

改正が効果を玩せぱ企業に吸収されるように在るというむずかしい立場に立たされるこ
　　　１２）

ととなる」という矛盾をかかえているがごときである。たお，モデルエ場特別融資制度

は１９７６年１０月１目で廃止され，その後は１９７６年改正法による重度障害考多数雇用事業所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
施設設置助成金にもとづくｒ重度障害者多数雇用事業所」とた ったが，最近の第３セク

ター方式の推進の中では「重度障害者雇用企業」として位置づげられ，労働行政の名に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
おいて「企業」の育成が促進されているのである 。

　さらに，福祉工場以外にも ，一般雇用にむすぴつかたい障害者に対する厚生省サイド

の就労の場として ，４つの法律にもとづく７種の授産施設があり ，約７００施設で３１，０００

人余りが利用している（第５表）。 １９７０年の心身障害者対策基本法は，「雇用の促進」（法第

１５条）をも含む心身障害者の福祉に関する施策について「有機的連けいの下に総合的に ，

策定され，及び実施されなければならたい」（法第７条）との基本方針を示し，国及び地

方公共団体の責務（法第４条）を明確にしている。モデルエ場，福祉工場，授産施設等
　　　

１…）

の関連が，障害者の “労働
’’

を保障し，発達を保障するという観点から統合的に問われ

なけれぱならたいゆえんである 。

　第３に，労働行政がその公的責任を企業に肩代わりさせたために，企業観模の大小に

よって格差が生笹ざるをえたいことである。たとえぱ，第６－ａ 表からもわかるように ，

事業所観模が大きくなるにつれて軽度の障害者の割合が高くな っているが，しかしなが

　　　　　　　第６－８表身体障害の程度別，事業所観模別の状況　　　　　（％）

計 ５～２９人 ３０～９９人 １００～４９９人 ５００～９９９人 １， ０００人以上

１００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．Ｏ

重　　　　度 １９ ．０ ２３ ．５ １８．７ １５ ．７ １３ ．７ １３ ．３

中　　　度
３６ ．９ ３３ ．９ ３８．９ ３８．５ ３８．４ ３６ ．６

軽　　　度
３７．４ ３３ ．６ ３５．１ ４０．５ ４４．７ ４７．９

不　　　　明
６．
８ ９． ０ ７． ２ ５．

２ ３． ３ ２． ３

計 １００．０ ３３ ．８ ２２．８ ２７．６ ３． ６ ６． ３

’般常用労働者 １００．０ ３８．７ ２５ ．１ ２１ ．０ ５． ７ ９． ５

一

（７０４）



　日本におげる障害者雇用政策の今目的展開（上掛）

第６－ｂ表精神薄弱の程度別，事業所観模別の状況

１４７

（％）

計 ５～２９人
１・・一・・人

１００～４９９人 ５００～９９９人 １， ＯＯＯ人以上

１００．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００．Ｏ １００ ．Ｏ １００．０

重　　　度
４． ８ ２． １ １０ ．Ｏ ２． ２ ２． ６ １． ７

中・ 軽　度 ７８．２ ８５ ．２ ６９ ．５ ８０ ．Ｏ ７９ ．９ ７７．２

不　　　　明 １７．Ｏ １２．６ ２０．５ １７．８ １７．５ ２１ ．１

計　１ ・…１ …１… １…１・・１ １． ６

（出所）労働省職業安定局業務指導課『身体障害者等就業実態調査（事業所調査）結果の概要』（１９７８年１１月調査）

　　身体障害者雇用促進鴇会，ユ９８０年，５ぺ一ジおよび１５ぺ一ジより 。

　第７表　雇用率の達成状況別 ・規模別にみた雇用されている障害者の最終学歴

　　　最終学歴企　小　高　中

　　　　　　　業　　　　　小

雇用率規模　数卒卒卒

高　　短　　大　　各　　職　　そ
　　　　　　　種　業
　　大　　　 学　 訓　 の　　　　　　　　　　練
　　　　　　　校　校
卒　　卒　　卒　　卒　　卒　　他

合　 計　□・・・・・・・・…ｈ・舳１・・… 　． ・
　　　　　　１０７１６５６６９８４１６４６１５８２
　達・人以上６１１６ｉき６２１§７３岩８２１１ユ４１３７１； １４１１’・１ユ；
雇

　成１人以下 　。 　５０
・１１００ ・９

用未・人以上。。ユ９・２５７ｉ１６６ｉｌｇ５１１２８・１８１ｉ１２３・１４
・至

　達・人以下。。＆；２ユ・；３４・１６０ｉ１４・ポ
６・

１４
・１

率

　成　Ｏ　人

　　　　　　　　　１３
，３　　　４０，０　　　４０，０　　　４６，７　　　１３，３　　　１３ ，３　　　２６ ．７

　　 １３４人未満　　　１５ ．　　 ２　　 ６　　 ６　　 ７　　 ２　　 ２　　 ４

，５４７，４５２，６６８，４２６，３１０．５５
．３

　　 １３４～２９９人　　 １９　　　２　　 ９　　 １０　　 １３　　　　　　 ５　　 ２　　　　　　 １

　　　　　　　　　　　　５５，０　　６０，０　　７５，０　　１０，０　　１０．０　　　５，０　　１０
．０

　　３００～４４９人

　　　　　　　２０　　１１１２１５２２１２
模…一…人。。２０・１４４ｉ１８０身１８８身１　 ６０ｉ１８ ・； １６ ・呈

　　 １， ＯＯＯ人以上　　　　　
２５ ・０　６７・９　７５ ・０　９６ ・４　４２・９　７８ ・６　２１ ・４　７・１　３ ・６

　　　　　　　２８　　　　　　７　　　　　ユ９　　　　　２１　　　　　２７　　　　　１２　　　　　２２　　　　　　６　　　　　　２　　　　　１

（注）上段は構成比，下段は実数 。

（出所）大阪府雇用創出政策会議『障害者雇用に関する実態調査結果報告書』ユ９８１年，２６ぺ一ジより 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ６）ら， 身体障害者の「重度」というのは職業能力におげる重度とは異なるので（とくに
，

下肢障害と聴覚障害の場合），正確には第６－ｂ表の精神薄弱者の場合の方が，その傾向を

明白に示している。すなわち，事業所規模が大きくなるにつれて精神薄弱者を雇用して

　　　　　　　　　　　　　　（７０５）



１４８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

いる割合が極度に低くたり（とりわげ１，０００人以上規模における身体障害の場合との比較），職

業能力上もまさしくｒ重度」と思われる重度の精神薄弱者の割合は，３０～９９人規模で高

くたっている。このことは，大阪府における障害者雇用実態調査においても ，次のよう

に明確に指摘されている。ｒ大企業ほどｒ肢体不自由者』，ｒ聴覚障害者』を雇用してい

る企業が多い。障害の程度でも ，中 ・軽度の方が多くな っている。それに対して ，中小

観模で雇用率を達成している企業では，ｒ重度』の障害者やｒ精神薄弱者』を雇い入れ
　　　　１７）
ている」と。さらに，障害者の最終学歴の点でも ，ｒ規模の大きい企業はど，また雇用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
率を達成できていない企業ほどｒ高学歴』の障害者を雇い入れている企業が多い」こと

が確認できる（第７表）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ９）
　以上のことから，行政の側の都合による制度上の不整合という点でも ，また，民間企

業間におげる大企業と中小零細企業の差異という点でも ，障害老の差別化＝分断化とい

う格差構造が労働行政の展開のなかで生み出されてきたことは明らかであろう 。

２　「第３セクター方式」の登場

　１９７９年度年次雇用計画は，ｒ民間の活力を生かした雇用機会の開発」を主張し，雇用

安定資金制度の積極的活用をはかるとしたが，心身障害者の雇用対策の面でも同様の展

開がみられ，ｒ重度障害者等雇用管理助成金」（１０万円 ｘ２４ヶ月）の活用により１９７８年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
で５，０００人の雇用開発が行なわれたのである。また，１９８０年３月には「重度障害者特別

雇用対策研究会」が設置され，「現状においては一般雇用に就くことが困難た重度障害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
者の雇用の促進に関し，長期的視野に立った諸対策の検討」が進められると同時に ，

１９８１年より各都道府県に１ケ所の「心身障害者重点公共職業安定所」の指定が行たわれ

て， 心身障害者の求職情報の集中管理が推し進められたのである。労働行政のこのよう

次展開のなかで，重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金のうち「第１種重度障害

老施設設置等助成金」（限度額１億円，ただし労働大臣との協議にょる特例２億円）を利用する

ことで，１９８０年９月に第３セクター方式「吉備松下」の設立が調印されたのであり（第

８表），１９８１年５月操業開始以降の順調なすべり出しによっ て， 「第３セクター方式」は

障害者の雇用対策にかかわる労働行政の “目玉”とたってきたのであ った。すなわち ，

１９８２年度年次雇用計副こおいて，ｒ第３セクター方式による企業沁身障害者多数雇用事

業所）の設立促進に努める」と明確に位置づけられ，さらには，「第３セクター方式の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０６）



　　　日本における障害者雇用政策の今日的展開（上掛）

第８表　第三セクター方式「吉備松下株式会杜」の概要

１４９

ユ． 設立までのあゆみ
　ユ９８０年９月２４目　　岡山県，加茂川町，賀陽町，松下電器産業（株）の４老が共同で身体障

　　　　　　　　　害者多数雇用事業所を設置するため，吉備松下（株）を設立することで

　　　　　　　　　合意
　　　　９月３０日　　会杜創立総会

　　　　１２月９日　　杜屋建設着エ

　　ユ９８ユ年３月１５日竣　工
　　　　３月２３日　　入寮者受入れ

　　　　４月１日　　入杜式 ・操業開始（５月ユ目）※

２．

会　杜　概　要
　　名　　　　　称　　吉備松下株式会杜

　　所在地岡山県御津郡加茂川町竹郡２０９８

　　資本金５０
，ＯＯＯ，ＯＯＯ円

　　出　資　割　合　　松下電器産業（株）　５１％

　　　　　　　　　　岡　　山　　県　　４０％

　　　　　　　　　　加茂川町４．５％

　　　　　　　　　　賀　　陽　　町　４．５％

　　揚　　模敷地１５，４２５ｍ２※（岡山県から借地）
　　　　　　　　　　建物　　　　　２

，ユ３２，８６６ｍ２※

　　　　　　　　　　　　　管理 ・工場棟　１
，０５５．１０ｍ２

　　　　　　　　　　　　　福祉厚生棟　　３７７，５６６ｍ２

　　　　　　　　　　　　　宿舎棟　６５８．０７ｍ２

　　　　　　　　　　　　　葦碧篭／・・１・・１・

　　建築 ・設備投資額　　約３２０，ＯＯＯ，ＯＯＯ円

　　身体障害者助成金　　２００，ＯＯＯ，Ｏ００円

　　事業の内容　ビデオ電気回路部品の組立て加工
３． 身体障害者雇用状況

　　従業員総数　７１人うち２５人身体障害者
　　障身者採用状況　　男女別　　男子２１人（平均年齢２６ ．１歳）

　　　　　　　　　　　　　　　　女子４人（平均年齢２５歳）

　　　　　　　　　　　出身地別　　岡山県内１４人　県外１１人

　　　　　　　　　　　障害度合　　重度　２４人軽度１人

　　　　　　　　　　　補装具　車イス使用１４人その他１１人

　　入寮者男子１８人，女子４人，計２２人
　　　　　　　　　　　（障害者通勤　３人）

（出所）１９８２年版労使関係白書『ＭＥ革命と職場の労使関係』日本生産性本部，ユ６０ぺ一ジ 。

（注）※については，吉備松下株式会杜ｒ吉備松下のしおり』１９８１年４月１日 ，により訂正した 。

企業が，現行制度だけでは直ちに就職することが困難な重度障害者を円滑に受げ入れら

れるよう障害の種類や程度による雇用の困難な度合に対応した手厚い雇用助成措置等に
　　　　　　　　２２）
ついて検討を進める」とされたのである。また，ユ９８３年度年次雇用計画では，「今後は ，

（７０７）



１５０　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

地域と密着した形で民間企業の活力とノウハウを生かしつつ，地方公共団体も出資する

いわゆる第３セクター方式による重度障害者雇用企業の設立促進に努める」とされ，さ

らに対象を精神薄弱者に広げｒ第３セクター方式による精神薄弱考能力開発セソターの
　　　　　　　２３）
設立促進に努める」とするなど，本格的に推進されることに次ったのである。かかる労

働行政の施策の展開のなかで，具体的には，「吉備松下」に続いて ，「交野松下」（１９８２

年１２月操業開始），「播磨三洋」（１９８２年１２月操業開始）が第３セクター方式で設立され，ま

た・ 身体障害者に先端技術の教育訓練を行たうｒ吉備ＮＣ能力開発セソター」（１９８３年４

月開業）が第３セクター方式で設立されている 。

　ところで・労働政策においてこのように第３セクター方式が注目されている理由は何

であろうか。それは，ｒ福祉国家から福祉杜会への転換の必要性は目本でも早くからい

われてきたが，転換や変革の内容について十分詰められた議論が行なわれたとはいいか
　２４）

ねる」という指摘をふまえるならぱ，第３セクター方式による民間活カの利用こそが ，

国家独占資本主義の危機のもとでの福祉国家から福祉杜会への転換の手段として典型的

な施策をなしているからであるといえよう 。かくして，労働行政におげる国家責任の後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
退が，第３セクター方式の採用という彩で推し進められてゆくことになるのである

。

　さらにこのことは，障害者運動に対するいわば “先どり
’’

的対応でもあ ったのであ

る。 すなわち，昭和５８年度職安関係予算について ，障害者対策の今後の方向が固まっ た

とされ，「特に重度障害者，精神薄弱者に対する雇用対策については，保護雇用をはじ

めとして，いろんな考え方があるわげですが，第３セクター方式，すたわち企業と地方

自治体とが一体とた って障害者の雇用たり能力開発を図るということが…… 予算化され
　　　　２６）
たわげです」とされている。注意したげれぱならないのは，ここには，第３セクター方

式がとられた背景が示されていることであり ，「保護雇用」という考え方を否定して ，

それの代わりとして「第３セクター方式」が選択されているという点である 。

　保護雇用の概念について，ここでふれておこう 。それは，「雇用市場での通常な競争

に耐えられない障害者のために保護的条件のもとでおこなわれる訓練及び雇用のための

施設をもうげ，かつ発展させる措置をとるへきである」という１９５５年のＩ　Ｌ０９９号勧告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
にもとづいて ，１９６０年代以降にヨーロッパで具体化された制度であ った。わが国におい

ても１９７０年代後半から，ｒ一般雇用か福祉的就労かの二者択一ではたく ，中間的な雇用

対策」としての保護雇用制度の必要性が障害者運動の中で検討されてきたが ，１９８０年５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
月には「保護雇用制度創設への提言」（杜団法人ゼソコ回）としてまとめられている。そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０８）



目本におげる障害者雇用政策の今日的展開（上掛）

第３図　現行の諸施策と保護雇用制度の関係

１５１

〈望ましい方向〉

リハビリテーションセンター

　　　　　　　訓練（職能開発）
評価（再評価）

職業訓練校

言平イ面 ・訓暁索

ワークショツフ
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一般雇用 保　護　雇　用
一（企業内）（ワークショノ プ）（在宅）

作業活動
一（企業内）（ワークンヨツ プ）（在宅）

　　　　　　　　など

障害者の労働能力

生産的な仕事に従事できる能力

１

一般雇用でき
労働能力　　わよそ％　　　　　　　　　わよそｘ

Ｏ

証状〉’　福祉 工場

授産施設
共同作業所など

一般雇用

（モデルエ場）（モテルエ場）

（ワーク ・アク

（出所）社団法人ゼソコロ「保護雇用制度創設への提言」（１９８０年５月），『保護雇用研究資料』ゼンコロ 。１９８０年 ，

　　３７５ぺ一ジ 。

れは，第３図にみられるように，障害者の雇用対策として一般雇用の拡充を第一義的に

強化しつつも ，ただちには一般雇用に結びつかない障害者に対して ，「福祉的就労」対

策とは明確に区別された雇用対策としての保護雇用制度を現在の授産施設のもっている

機能の一定部分を存続させつつ新たに創設しようというものであり ，それによっ て，

「就労の意志と能力を有し衣がら，ただちには一般雇用に結びつかなかった障害者の雇

用の実現が大きく促進されることになるぱかりか，職業リハビリテーショソ体系の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０９）



１５２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

が促進されることにもなり ，その結果，それぞれの制度，および施設の性格，機能も明
　　　　　　　　　　　　　２９）
確になり ，より効果的となる」とするものであ った。ヨーロッバにおいて保護雇用が実

現された過程も「最初は目本の コロニー運動や共同作業所の運動と同じで ，ほんとうに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
数人というところから始めて，障害者自身がその制度を獲得してきた」わげであるが

，

上述のような科学的か？玩実的な内容をもつ保護雇用制度への要求に対する解答が
，

ｒ第３セクター方式」であ ったのである 。

　このことは，国家独占資本主義の危機のもとで，障害者自身が要求するｒ権利として

の労働」が後退させられ，労働政策によって障害者も独占資本の雇用政策に組み込まれ

たことを示している。たとえほ，「企業が身障者の職業能力を発見し，開発し，適正な

職務をデザイソし，配置して行く努力に経営上のメリヅトを自覚するならぱ　　わが国

の企業と労働者は，かのＱＣ運動が実証するごとく ，その才能に長げている　　身障者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
の雇用機会の拡大に明るい展望が開げるだろう」との指摘にみられる目本的経営の賛美

と民間活力の活用，また，「問題は払った賃金に相応する生産性を発揮させ，必要な貢
　　　　　　　　　３２）
献を行わせること　　」との指摘にみられる労働の強制，これらは，今目の不安定就業

の拡大ともかかわ って，危機におげる国家独占資本主義の労働政策の特質を示してい

る。 つまり ，ｒわが国では障害者を雇用政策の対象とすることによって福祉政策の対象

者を剖まめ……杜会保障による国家の支出の節約」をはか っており ，ｒわが国の ・雇用

促進法
’’

の改正は，杜会保障による生活保障の前提のないままでの雇用促進策であるの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
で， それは客観的な意味では “労働義務化

’’

となる」ということができるのである。資

本の論理に従属した障害者雇用政策は，障害者の発達を保障しえないものであるぱかり

でなく ，労働の強制をもたらすものであることが明らかであろう
。

　　 １）１９７６年改正法の内容については，財界も賛成していた。たとえぱ，「こういう人たち（永

　　　野重雄目本商工会議所会頭，桜田武目経連会長　　引用者）は大企業の代表者かもしれませ

　　　んげれども，そういう人たちがこの身体障害者の問題について非常に強い関心を持っておら

　　　れます。納付金の制度といい，あるいは公表制度といい，当然やるべきことだと，こういう

　　　ふうに賛成してくれたわけです」（ｒ第７７回国会参議院杜会労働委員会会議録』４号，１９７６年

　　　５月１３日，２９べ一ジ，遠藤政夫職業安定局長の発言） 。

　　 ２）　ｒ朝目新聞』１９７５年１２月２６目付など各紙。未達成企業の公表制度は，１９７５年２月１７目付げ

　　　労働省職業安定局長通達による 。

　　３）　ｒ第７７回国会参議院杜会労働委員会会議録』４号，１９７６年５月１３目 ，２８べ一ジ，沓脱タケ

　　　子議員の発言 。

　　４）以上は，衆議院予算委員会での不破哲ゴ議員の総括質問からｒ第９４国会衆議院予算委員会

　　　議録』３号，１９８１年２月４目 ，４３～４５ぺ 一ジ） 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１０）



　　　　　　　　目本における障害者雇用政策の今貝的展開（上掛）　　　　　　　　 １５３

５）数字は，１９８３年５月１３目の労働省職業安定局業務指導課におげる聞き取りによる 。

６）　ｒ東洋経済統計月報』１９８２年７月号，７べ一ジ（上場企業アソケート調査「３年問で２倍

　に増えた企業の身障老採用」） 。

７）労働省職業安定局業務指導課監修ｒ精神薄弱者雇用 ・職業相談マニアル』身体障害者雇用

　促進揚会，１９８２年，７７べ一ジ，の一覧表を参照 。

８）労働省職業安定局業務指導課企画官の言葉（ｒ職業安定広報』１９８１年９月１目，５へ 一ジ） 。

　なお，前出のｒ東洋経済統計月報』の調査は精神薄弱者を含めているが，そこでは，労働省

　が精神薄弱者を対象としない理由として，「プライバシー｝こ関する間題や外見など客観的な

　判定がむずかしいため精神薄弱者の総数がつかめていないので，法定雇用率の設定のしよう

　がない」，ｒ目常生活にも特別の配慮を要し，企業にそこまでの責任をおわせるのは……」と

　いう労働省職業安定局業務指導課の説明が紹介されている（『東洋経済統計月報』１９８２年７

　月号，７べ一ジ）。

９）厚生省杜会局長，ユ９７２年７月２２目付け杜更第１２８号通知「身体障害者福祉工場の設備及び

　運営について」 。

１０）労働省職業安定局業務指導課監修ｒ心身障害者モデルエ場必携』全国心身障害者雇用促進

　協会，１９７５年を参照。なお，前掲ｒ精神薄弱者雇用 ・職業相談マニアル』では「心身障害者

　多数雇用事業所一覧」として１５９杜があげられている（１１０へ一ジ以下）。

１１）前掲ｒ心身障害者モデルエ場必携』，４へ一ジ 。

ユ２）小川孟「身体障害者授産施設と福祉工場の当面する問題と将来の方向」（ｒ総合リハピリテ

　ーシ ヨソ』４巻１２号，１９７６年１２月；ｒ保護雇用研究資料』ゼソコ回 ，１９８０年，に再録，引用

　は同書３１８ぺ一ジ） 。

１３）１９８１年１１月には，身体障害者雇用促進協会内に重度障害者多数雇用事業所協議会が設立さ

　れ，１１７杜を結集している（『協議会ニュース』創刊号，１９８２年５月１目） 。
１４）　「ユ９８３年度年次履用計画」（ｒ職業安定広報』１９８３年５月１１２１目号，１０へ一ジ）を参照 。

１５）たとえば，授産施設問にみられる工賃の格差はいちぢるしく大きい（下表）。なお，西村

　害谷通　能塚正義「身体障害者の雇用問題と伝統産業（２）」『経済学論叢』２８巻５　６号，１９８０

　年１０月 ，１９３ぺ一ジ以下を参照 。

授産施設の工賃（１９８０年１０月）

種　　　　　　　　　　　別
金　　　額
（月当り）

１生活保護法による授産施設 ４１ ，５９８円

２杜会福祉事業法による授産施設 ４４，４７３

３身障福祉法による身体障害者授産施設 ２５，７１９

４身障福祉法による重度身体障害者授産施設 １２，６４４

５福祉工場
８４，６７１

６精神薄弱者福祉法による通所授産施設
８， １４９

７精神薄弱者福祉法による収容授産施設
５， ４７０

（出所）全国杜会福祉協議会授産施設協議会『昭和５５年度授産施設福祉工

　　場実態調査報告書』ユ９８２年１１月 ，３９ぺ一ジより 。

　　　　　　　　　　　　（７ユ１）



１５４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

　１６）障全協（障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会）たどによる運動もあって，１９７６年改

　　　正法において重度障害者が労働行政の対象と汰ったことは大きな前進であったが，「重度」

　　　の内容が問題である。身体障害者雇用促進法（労働省所管）における「重度障害者」の観定

　　　は，身体障害者福祉法（厚生省所管，１９４９年）のｒ身体障害者障害程度等級表」の１級又は

　　　２級に該当する者，およぴ３級の障害を重複して有する者と観定されているが，この挽定は，

　　　リハピリテーショソ技術と科学技術の進歩からすれぱ，職業上の重度の規定としても，生活

　　上の重度の観定としても不十分で時代遅れになってきている。たとえぱ次の指摘を参照 。
　　　 「脊髄損膓が胸腰髄に起こっ て， 両下肢が麻痒しているが頭と上肢はなんともない場合

，

　　　現在の等級では最高級の１級であるが，身体障害者福祉法ができた３４年前はいざ知らず，現

　　在はこの人たちは車椅子と自動車を駆使してほとんどどこにでも出掛けていくことができ
，

　　職業能力もひじょうに高い人たちである。ところが同じ脊髄でも頸髄が損傷されて，四肢麻

　　痒となったら，使えるのは頭と口だげで，特別の資格や技能がない限り，職業能力はひじょ
　　　うに低くなる。ところがこれも同じ１級なのである」（上田敏ｒリハビリテーシヨンを考え

　　　る』青木書店，１９８３年，２７１へ 一：■）
。

　１７）大阪府雇用創出政策会議ｒ障害者雇用に関する実態調査結果報告書』１９８１年，１９ぺ一ジ 。

　１８）　同上，２２ぺ一ジ 。

　１９）障害者雇用をめくる労働行政と厚生行政の不整合の解決の方向として，ｒむしろはっきり

　　　と機能分化をすべき」であり，労働省サイドは，一般企業への雇用にしぽり，障害者の能力

　　障害の実清に合うようなフレキシブル ・タイムの雇用とか在宅雇用（コソピューターの端末

　　機やワーブロなどを自宅において）などの多様な形態が考えられなげれぱならず，厚生省サ

　　 イドは・保護雇用および福祉的就労を中心とし（より重度な障害者が対象）
，いっそう多様

　　な雇用　就労形態が探究され次げれはならないとの指摘（上田敏，則掲書，２７０ぺ一ジ）が

　　ある 。

　２０）　ｒ職業安定広報』１９８０年５月１日号，９へ一ジ 。

　２１）　同上
。

　２２）　ｒ職業安定広報』１９８２年５月１　１１日号，１８へ一ジ 。

　２３）　ｒ職業安定広報』１９８３年５月１１２１目号，１０べ一ジ 。

　２４）保坂哲哉ｒ“第３セクター’’ と杜会保障」（『週刊杜会保障』１９８３年２月２１目号，４３ぺ一ジ）。

　　そこでは，「’第３セクター’’ が注目されるようにたった事情の一？には，市場と政府がとも

　　に多くの失敗を重ねている今目の状況をあげることができよう」と指摘されている（同上
，

　　４２ぺ一ジ） 。

　２５）たとえぱ，『重度障害者特別雇用対策研究会報告書』（労働省，１９８２年１月２８目）は，「我

　　が国の雇用慣行等の実情に合った対策を確立することが望まれる」（同上，５４ぺ一ジ）とし

　　て・現在までにとられてきた諸対策だけでは直ちに一般雇用に就くことが困難な重度障害者

　　　（特別重度障害者）のための適切な雇用の場の開発にあたっては，「の民間の活力とノウハ

　　 ウを生かすこと，◎一般雇用の場であること，◎安定的な雇用の場であること，ｅ地域に密

　　着した雇用であること」等の条件を満たす雇用の場として，ｒ地方公共団体も出資する第３

　　 セクター方式の企業を育成」することを，明樹こ示している（同上，５８～５９べ一ジ）。 なお，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１２）



　　　　　　　　　目本におげる障害者雇用政策の今目的展開（上掛）　　　　　　　　 １５５

　このｒ報告書』の内容は，身体障害者雇用審議会ｒ国際障害者年を契機とする心身障害者雇

　用対策の在り方について」（１９８２年１月２８目），および国際障害者年推進本部ｒ障害者対策に

　関する長期計画」（１９８２年３月２４目）においても共通しており，これからの障害者の雇用政

　策に関する基本的立場を示している 。

　　なお，労働省は，重度障害者の安定雇用のためには第３セクター方式が最も適切であると

　して，第３セクター方式による「重度身体障害者雇用企業」（東京，京都，兵庫）「精神薄弱

　老能力開発セソター」（神奈川，長崎）の設立に踏み切った（ｒ目本経済新聞』１９８３年７月３１

　目付）。 また，労働省と目本開発銀行は，それらの第３セクター設立を支援するために建設

　費と土地買収費を対象とした低禾嘱虫資制度（年７．３％以下，融資期問２０年，融資比率５０％）

　の創設を決めている（ｒ目本経済新聞』１９８３年８月１６目付） 。

２６）　ｒ職業安定広毅』１９８３年２月２１目号，７へ一ソにおげる業務指導課長の発言 。

２７）児島美都子編ｒ障害者雇用制度の確立をめざして』法律文化杜，１９８２年，７３ぺ一ジ以下。

　たお，保護雇用研究会ｒ障害者の保護履用」（ｒみんたのねがい』，１９８０年６月号～１９８１年２

　月号に９回連載）をも参照 。

２８）杜団法人ゼソコロｒ保護雇用制度創設への提言」（ｒ保護犀用研究資料』ゼソコロ・ １９８０年

　所収，３５５ぺ一ジ以下） 。

２９）同上，３７３～３７４ぺ一ジ 。

３０）児島，圓１」掲書，２９３ぺ一ソ 。

３１）白井泰四郎「ここでこそ，民間活力を ’」（ｒ目本労働協会雑誌』１９８１年５月号のｒ提言」

　より）。なお，白井氏は「重度障害者特別雇用対策研究会」の座長でもある 。

３２）松島静雄ｒ企業における障害者の雇用と対応」（ｒ労働の科学』３６巻７号，１９８！年７月）２９

　ぺ一ジ 。
３３）土屋教子ｒ障害者対策における “福祉”と “雇用 ”」（江口　田沼 ・内山編著ｒ現代の労働

　政策』，犬月書店，１９８１年，２１５ぺ 一ジ）。なお，この点にかかわって，障害者が働く場合の

　健康管理の技術とンステムが未発達であるために往々にして働くことが喜ぴではたく健康破

　壊につながっている場合さえみられることをふまえ，「職業自立」やｒ働くこと」だげでな

　　く「人間らしく生きること」が目標とされるべきだ，との指摘がある（上田敏ｒ職業リハビ

　　リテーショソを考える」ｒ職業安定広報』１９８３年９月１目号，３ぺ一ジ）。

１Ｖ　お　わ　り　に

　以上，わが国における障害者雇用政策の展開と労働行政の機能をみてきた。このこと

からわが国労働政策の今目的特徴を整理してみよう 。第１に，国家の労働政策が積極的

に独占の雇用管理政策と一体化していることであり ，労働者保護政策が労働力政策（全

労働者の労働力配置政策）へと変質するなかで障害者をも含めて労働義務化が強められて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７ユ３）



１５６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３２巻 ・第５ ・６合併号）

いることである。第２に，　「第３セクター方式」とかかわらせて障害者雇用においてノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～）
一マライゼーショソの考え方が主張されているが，すでにみたような労働義務化のもと

では，障害老も１人の人問として通常の生活環境の中で生活できるような杜会の実現を

めざすというノーマライゼーシ ョソ本来の理念が嬢小化されて健常者と同じように働く

ことが求められる結果，障害者は分断され障害者の固有の権利が制限されることを意味

していること。すなわち，民主主義的な理念がわが国特有の内容を持って後退させられ

ているのである。第３に，障害者をも含めた労働義務化の強まりは，たんに労働政策の

対象が障害者にまで広がったというにとどまらたい新たた内容を持っていたこと ，すた

わちかかる労働政策は，一方で杜会保障費の削減をはかると同時に他方で労働者階級全

体の賃金や権利水準を引き下げる役割を果たすというように二重の意味で独占の資本蓄

積を保障するものであること。以上である 。

　臨時行政調査会は，１９８３年３月１４目の第５次答申（最終答申）において「雇用納付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
関係業務については，身体障害者雇用促進協会に全面的に移管する」ことを提言した 。

このことは，従来は労働省の特殊法人である雇用促進事業団の身体障害者業務部から身

体障害者雇用促進協会に雇用納付金関係業務の一部が委託されていたのであるが，それ

を民間の事業主団体である協会に「全面的に移管」しようとするものであり ，労働行政

がますます障害者から遠ざかっていくことを意味している。また，身体障害者の職業訓

練に関しても ，身体障害者職業訓練校では制約があるのでｒ民間企業等に対する委託制

度の活用を図る必要がある」としてｒ弾力的な職業訓練」が提言され，「身体障害者等

を職業訓練により産業界の二一ズに対応した技能者とＬて育成」することが唱えられる
　３）
など，労働行政の後退とそれに対応した民間活力の活用がはかられているのである 。

　「“仕事に障害者を合わせるのではなく ，障害者に合った仕事を
’’

こそは，障害者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
労働保障が本物かどうかを見きわめる重要なポイソトになる」ということが，障害者運

動や障害者問題研究のなかで明らかにされてきた原則であ った。産業界の二一ズにあわ

ない障害者をも含めて，障害の種類 ・程度にとらわれず障害者の働く喜びと生がいを生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
みだす場として，また「地域におげる杜会資源」として重要な役割を果たしてきたのが

いわゆる共同作業所であ った。共同作業所は，１９７０年代後半に「国の成人期障害者対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
の劣悪な実態のたかから，自主的に設立されてきた」ものであるが，わが国にみられる

国家責任の後退とは反対に，国際的には，１９８３年６月に採択されたＩ　ＬＯの「職業リハ

ビリテーシ ョソ及び雇用（心身障害者）勧告」が，ｒ心身障害者による心身障害者のため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１４）



　　　　　　　　　　　日本におげる障害者雇用政策の今日的展開（上掛）　　　　　　　　１５７

の小規模産業，協同組合その他の型の生産作業施設の設立及ぴ発展のための適当な政府
　　７）

援助」をとるべきであるとしているように，共同作業所などに対する国家責任が明確に

示されてきているのである 。

　障害者の労働権を保障するためには，このような共同作業所に対する政府や自治体の

援助を拡大していくことと同時に，法定雇用率の引上げや解雇規制などによっ て民間企

業での一般雇用を大幅に拡大することがどうしても必要である。そのためには，「大企
　　　　　　　　　　　　８）
業にたいする民主的規制」の問題が焦点とならざるをえず，ここに障害者運動と労働運

動との結合の条件が存在するのである。そうして障害者が労働組合などと協力して専門

家や地域住民とともに自ら協同組合などを作ることで地域杜会と結びつき，また全国的

情報ネ ットワークを作って団結を強め，“労働
’’

の問題において政策対象から政策主体
　　　　　　９）
に変わるとき ，障害者の完全な解放が始まるであろう 。

　　１）たとえば，１９８３年７月２９日労働省発表「第３セクター方式による重度障害者雇用企業及び

　　　同方式による精神薄弱者能力開発セソターの育成事業の実施について」を見よ 。なお，ノー

　　　マライゼーショソの概念については，中園康夫ｒ“ノーマリゼーショソの原理”の起源とそ

　　　の発展について」（目本杜会福祉学会ｒ杜会福祉学』第２２ｉ２号，１９８１年１０月），同稿「ノーマ

　　　リゼーンヨソの課題とその実現方法」（『杜会福祉研究』３１号，１９８２年１０月），および江草安

　　　彦『ノーマリゼーシ ョソヘの道』全国杜会福祉協議会，１９８２年の第３章，第４章を参照 。

　　２）　ｒ臨調最終提言』，行政管理研究セソター １９８３年，１０３ぺ一ジ 。

　　３）　ｒ身体障害者職業訓練調査検討委員会報告書』（１９８３年３月），８へ一ソ，１０～１１へ一ソ 。

　　４）藤井克徳ｒ障害者と労働」，ｒみんなのねがい』（全国障害者問題研究会）１９８３年９月号 ，

　　　１４ぺ一ジ。かかる視点から障害者の就労可能た職種 ・職務の開拓が急務である 。

　　５）　ｒ共同作業所全国連絡会ニュース』Ｎｏ．３６．１９８３年４月２５日 。

　　６）同上，Ｎｏ．３５．１９８３年３月２５目 。

　　 ７）　ＩＬＯ，Ｙｏｃａｔｉｏｎａ１Ｒｅｈａｂｉ１ｉｔａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ（Ｄｉｓａｂｌｅｄ　Ｐｅｒｓｏｎｓ）Ｒｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉｏｎ ・

　　　１９８３．の１１一（ｆ）。 訳は労働省国際労働課仮訳による 。

　　８）犬木一訓「大企業にたいする民主的窺割と労働運動の役割」（ｒ講座　今目の目本資本主義

　　　１０，目本経済の民主的改革と杜会主義の展望』，大月書店，１９８２年，所収）を参照 。

　　９）　「政策主体」については，三好正巳「現代資本主義におげる労働者権利（２）」，ｒ立命館経済

　　　学』３１巻３号，１９８２年８月，９０べ一ジ以下を参照。ちなみに，１９７７年５月に全国杜会福祉協

　　　議会授産施設協議会（略称，全授協）が発足し，また同年８月には共同作業所全因連絡会

　　　（略称，共作連）が結成されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８４年１月ユＯ目脱稿）

（７１５）




